
　資料　2-3

■保険料の算出

　　□介護保険総事業費

　　□算定方法

取扱注意

介護保険料の基準額の算出は，まず，今後3年間の標準給付費，地域支援事業費見込み額の合計に，第1号被保険者

の負担割合（23％）を乗じて，第1号被保険者の負担分相当額を求める。次に，本来の交付割合による調整交付金相当

額※1と実際に交付が見込まれる調整交付金見込額の差額，基金の取り崩し額を差し引く。この保険料収納必要額を予

定保険料収納率と所得段階別加入割合補正後被保険者数※2，月数で割ったものが第1号被保険者の基準額（月額）と

なる。

※1……調整交付金相当額は，標準給付費と地域支援事業費（介護予防・日常生活支援総合事業費）に交付金割合の5％を

乗じて算出。

※2……所得段階別加入割合補正後被保険者数は，第1号被保険者の介護保険料の所得段階における人数に段階別の基

準額の割合をかけ合わせた人数。

第8期保険料

月　額 6,070円

年　額 72,800円

❷

3,999,881,774円

☑第1号被保険者負担分相当額　｟2021（令和3）年～2023（令和3）年｠

❶介護保険総事業費　×　第1号被保険者負担割合（23％）　＝　 ❷第1号被保険者負担分相当額

❹

3,820,608,628円❸保険料収納必要額　÷　予定保険料収納率（98.4％）　＝　❹（補正後）保険料収納必要額

☑（補正後）保険料収納必要額

❺

72,833円
　❹（補正後）保険料収納必要額 　÷　 所得段階別加入割合（補正後）被保険者数※2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　 ❺一人あたり保険料収納必要額

☑一人あたり保険料収納必要額

6,070円❺一人あたり保険料収納必要額　 ÷ 　12月　＝　第8期保険料（基準月額）

☑保険料

2021年

（令和3年度）

2022年

（令和4年度）

2023年

（令和5年度）
計

5,353,383,641円 5,458,473,404円 5,543,970,276円 16,355,827,321円

5,072,111,000円 5,189,980,000円 5,273,055,000円 15,535,146,000円

142,177,708円 127,429,646円 128,399,392円 398,006,746円

106,605,893円 106,944,958円 107,764,684円 321,315,535円

26,000,000円 27,500,000円 28,000,000円 81,500,000円

6,489,040円 6,618,800円 6,751,200円 19,859,040円

338,671,000円 344,569,000円 351,723,000円 1,034,963,000円

⑥介護予防・日常生活支援総合事業費 253,436,000円 259,019,000円 265,880,000円 778,335,000円

73,700,000円 73,700,000円 73,993,000円 221,393,000円

11,535,000円 11,850,000円 11,850,000円 35,235,000円

5,692,054,641円 5,803,042,404円 5,895,693,276円 17,390,790,321円

（B）地域支援事業費

⑧包括的支援事業（社会保障充実分）

合　　　計

⑦包括的支援事業（地域包括支援センターの
　 運営）および任意事業費

介　護　給　付

（A)標準給付費

①総給付費

②特定入所者介護サービス費等給付額

③高額介護サービス費等給付額

④高額医療合算介護サービス費等給付額

⑤算定対象審査支払手数料

❶

17,390,790,321円

☑介護保険総事業費　｟2021（令和3）年～2023（令和3）年｠

（（A）標準給付費　＋　（B）地域支援事業費）合計見込み額　＝　❶ 介護保険総事業費

3,999,881,774円

856,708,116円

1,097,111,000円

0円

0円

0円

3,759,478,890円

☑保険料収納必要額

❷第1号被保険者負担分相当額

　　　＋）　調整交付金相当額

　　　－）　調整交付金見込額

　　　＋）　財政安定化基金拠出金見込額

　　　ー）　準備基金取り崩予定額

　　　＋）　市町村特別給付費

❸保険料収納必要額

非公開


